
「令和８年度高齢者住まい・生活支援伴走支援プロジェクト」応募用紙法人向け応募用紙

　令和８年　月　日作成

	１．基本情報

	[bookmark: _Hlk163654954]応募者（法人名・住所地市町村）
	●●法人（○○県〇〇市町村）


	連絡先
	担当者名
	

	
	部署名・役職
	

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	

	自治体
	自治体名
	

	
	部署名・担当者名
	

	
	連絡先
	Tel                E-mail

	新規・継続の別
（昨年度事業で支援対象だった場合は継続、それ以外は新規）
	

	２．高齢者の住まいの確保と生活支援の取組の現状・課題

	· 高齢者の住まい確保や生活支援の現状と、どのような課題が生じているのか
(例) 
· 家賃高騰や空室希少、市営住宅の縮小等によって、単身高齢者や低所得高齢者を中心に、住まいの確保が困難な事例が増加している。
· 緊急連絡先や保証人の不在のほか、見守りやトラブル対応（入院、家賃滞納、ごみ屋敷）、死後事務（残置物処理等）への不安等を理由に、民間賃貸住宅への入居が困難となるケースが多い。
· 十分な住まいの選択肢がないまま、施設入所や措置対応に至るケースも見受けられ、高齢者本人の意思に沿った生活の継続が難しくなっている。


	３．高齢者の住まいの確保と生活支援の取組に向けたこれまでの検討状況

	1 これまでの高齢者の住まいの確保と生活支援の取組に向けた動き
（例）
· 高齢者の生活課題については福祉部局が中心となり対応してきたが、住まいの確保に関しては、住宅部局との連携や支援の枠組みを設けていなかったため、住まいに関する相談については、担当職員や地域包括支援センターが個別に対応してきた。
· 近年、住まいに起因する生活課題が増加していることから、担当者レベルでは居住支援の必要性についての問題意識が生じているが、全庁的な検討には至っていない。

2 現在高齢者の住まいの確保と生活支援の取組(仕組みや体制)ができていない原因
（例）
· 居住支援について、行政（福祉部局、住宅部局）・福祉・不動産関係者の間で統一された役割分担や業務フローがないため、連携が進まない。
· 居住支援協議会等の仕組みや先行事例についての理解が不足している。
· 不動産関係者や居住支援法人との接点が限られている。
· 居住支援に当たっては緊急性の高い事案に24時間体制で対応せざるを得ない場面もあり、十分な体制を構築することが難しい。


	4． 市区町村等との連携

	1 市区町村への連携の働きかけをどのように進めていく予定か。


2 その他の不動産関係団体・社会福祉法人等の関係者と連携を進めていく予定の場合、その内容。



	５．高齢者の住まいの確保と生活支援の取組実施による目指す姿（ビジョン）、本プロジェクトで求めるサポート、取組実施に向けたロードマップ
※ 継続支援の場合は、昨年度の取組を踏まえた支援内容・ロードマップとし、具体的なゴールを設定すること

	1 実施したい取り組み内容、目指す姿（ビジョン）
（例）
· 行政（福祉部局、住宅部局）・福祉・不動産関係者の間で、課題の共通言語化を図る。
· 住まいに係る一元的な相談窓口の創設。
· 入居前から入居後までの役割分担と流れを体系化する。
· 高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、住まいの確保と生活支援をつなぐ基礎的な仕組みの検討を行う。
· 庁内外の関係者が共通認識を持ち、継続的に連携できる体制づくりの第一歩としたい。

2 厚生労働省や関係者（有識者、国土交通省等）に求めたい支援
（例）
· 高齢者の住まい確保や関係者の連携に関する課題の整理のほか、関係者間の役割分担の明確化、住まい確保の流れの体系化に当たっての助言。
· 特に不動産事業者など、庁内外の関係者との意見交換や勉強会、対話の場づくりなど、連携を進めるための伴走的な支援。
· 同規模自治体における先行事例の紹介。

3 取組の実施に向けたロードマップ（スケジュール、実施ステップ等）
（例）
令和８年６月：庁内関係部署による現状・課題の整理
令和８年８月：関係団体・支援機関へのヒアリング
令和８年10月：居住支援に関する当該自治体の活用可能な資源や強みと課題の整理
令和９年３月：本市における居住支援の方向性の整理



※赤字は記入例等。分量は全体で２～３枚程度としてください。
※必要に応じて参考資料などの添付も可能です。
※都道府県等と連名の場合は、「１．基本情報」の欄を追加してください。
